
       北九州市中小企業人材確保支援助成金交付要綱  
 
 （目的）  
第１条 この要綱は、市内の中小企業団体が行う中小企業者の人材確保のため

の事業に必要な経費の一部を助成することにより、若年者や女性等の中小企

業への就労と技能の伝承等を推進し、もって市内中小企業者の振興に寄与す

ることを目的とする。  
 
 （定義）  
第２条 この要綱において、「中小企業者」とは、中小企業基本法（昭和３８

年法律第１５４号）第２条第１項各号に掲げる者をいう。  
２ この要綱において、「中小企業団体」とは、中小企業団体の組織に関する

法律（昭和３２年１１月２５日法律第１８５号）第３条第１項各号に掲げる

中小企業団体又はこれに準ずる団体で、その団体を構成する者（以下「構成

員」という。）の４分の３以上の者が中小企業者であるものをいう。  
 
 （助成対象者）  
第３条 この要綱による助成金（以下「助成金」という。）の交付を受けるこ

とができる者は、次に掲げる要件に該当する中小企業団体とする。  
 （１）北九州市内に事務所を有すること。  

（２）構成員の４分の３以上の者が北九州市内に事業所を有すること。  
 （３）北九州市税を滞納していないこと。  

（４）暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員

でないこと。 

 （５）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

 
 （助成対象事業）  
第４条 助成金の交付の対象とする事業（以下「対象事業」という。）は、中

小企業者の人材確保に資する事業のうち、次に掲げるものとする。  
 （１）若年者や女性等に団体が所属する業界の役割・魅力を伝えるための啓  

発事業  
 （２）学生、教員等との情報交換のための交流事業  
 （３）働きやすい職場環境づくりのための推進事業  
   ア 職場環境改善のための事業  



   イ 経営者・管理者等の意識改革のための事業  
 （４）前各号に掲げる事業のほか、市長が特に助成金を交付することが適当

と認める事業  
 
 （助成金の交付及び額）  
第５条 市長は、第３条に定める要件を満たす中小企業団体が前条に規定する

対象事業を行った場合に、当該中小企業団体の申請に基づき、予算の範囲内

で助成金を交付するものとする。  
２ 助成金の額は、対象事業に係る経費のうち市長が別に定める経費の区分に 

該当する経費の２分の１に相当する額とし、４０万円を上限とする。  
３ 第１項の規定にかかわらず、申請者が対象事業について同種の補助金等の

交付を受けており、又は受ける見込みがある場合は、この要綱に基づく助成

の対象としないものとする。  
 
 （助成金の交付申請）  
第６条 助成金の交付を受けようとする者は、別に定める助成金交付申請書に

市長が必要と認める書類を添付して市長に申請しなければならない。  
 
 （助成金の交付決定）  
第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る助成

金の交付の可否について決定し、その旨を当該申請を行った者に通知するも

のとする。  
 
 （実績報告）  
第８条 前条の規定により助成金の交付の決定の通知を受けた者は、対象事業

が完了したときは、２０日以内に別に定める助成事業実績報告書を市長に提

出しなければならない。  
 
 （助成金の額の確定等）  
第９条 市長は、前条の規定による助成事業実績報告書の提出があったときは

交付すべき助成金の額を確定し、当該額を通知するとともに、別に定める方

法により速やかに当該額の助成金を交付するものとする。  
 

（交付決定の取消等）  
第１０条 市長は、助成金の交付決定を受けた者が第３条に定める要件を満た



さないものと認める場合は、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消すこ

とができる。  
２ 市長は、交付決定を取り消した場合において、当該取消に係る部分に関し、

すでに助成金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるも  
のとする。  

３ 交付決定の取消によって、当該交付決定を取り消された者又はその構成員

に損害が生じた場合、市は賠償の責めを負わない。  
 

（規則との関係）  
第１１条 助成金の交付は、北九州市補助金等交付規則（昭和４１年北九州市  
規則第２７号）に定めるところによるほか、この要綱に定めるところによる。  
 
 （委任）  
第１２条 この要綱の施行に関し必要な事項は、産業経済局長が別に定める。  
 
 
付   則  
この要綱は、平成２７年７月１日に施行する。  
付 則  
この要綱は、平成２８年５月１１日から施行する。  
 


